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（
財
政
金
融
委
員
会
）

租
税
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
八
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
国
税
に
関
し
、
新
成
長
戦
略
の
実
現
並
び
に
税
制
の
公
平
性
の
確
保
及
び
課
税
の
適
正
化
の
観
点
か
ら
要
請

さ
れ
る
特
に
喫
緊
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
個
人
所
得
課
税
、
法
人
課
税
、
資
産
課
税
、
消
費
課
税
、
国
際
課
税
等
に
つ
い

て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
個
人
所
得
課
税

１

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
を
拡
充
し
、
認
定
低
炭
素
住
宅
に
係
る
特
例
を
創
設
す
る
。

、

。

２

給
与
所
得
控
除
に
つ
い
て

給
与
収
入
が
千
五
百
万
円
を
超
え
る
場
合
に
一
律
二
百
四
十
五
万
円
の
上
限
を
設
定
す
る

ま
た
、
特
定
支
出
控
除
に
つ
い
て
、
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士
な
ど
の
資
格
取
得
費
等
を
追
加
し
、
範
囲
を
拡
大

す
る
と
と
も
に
、
適
用
判
定
の
基
準
を
給
与
所
得
控
除
額
の
二
分
の
一
（
現
行
は
控
除
額
の
総
額
）
に
緩
和
す
る
（
い
ず

れ
も
平
成
二
十
五
年
分
の
所
得
か
ら
適
用

。
）

３

勤
続
年
数
五
年
以
下
の
法
人
役
員
等
の
退
職
金
に
つ
い
て
、
二
分
の
一
課
税
を
廃
止
す
る
（
平
成
二
十
五
年
分
の
所
得

か
ら
適
用

。
）
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二
、
法
人
課
税

１

研
究
開
発
税
制
の
上
乗
せ
特
例
で
あ
る
増
加
型
・
高
水
準
型
の
措
置
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。

２

環
境
関
連
投
資
促
進
税
制
を
拡
充
し
、
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
措
置
と
し
て
、
一
定
の
太
陽
光
発
電
設

備
及
び
風
力
発
電
設
備
を
取
得
等
し
た
場
合
の
即
時
償
却
制
度
を
創
設
す
る
。

３

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
対
象
資
産
に
試
験
機
器
等
を
追
加
し
、
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。

三
、
資
産
課
税

１

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
（
現
行
千
万
円
）
に
つ
い
て
、
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
性
・
耐
震
性
を
備
え
た
良
質
な
住
宅
用
家
屋
を
新
築
等
し
た
場
合
の
非
課
税
限
度
額
を
拡
充
（
平
成
二
十
四

年
中
に
お
い
て
は
千
五
百
万
円
）
し
た
上
で
、
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
。

２

対
象
と
な
る
山
林
の
評
価
額
の
八
十
％
に
対
応
す
る
相
続
税
を
猶
予
す
る
山
林
に
係
る
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
を
創

設
す
る
。

四
、
消
費
課
税

１

自
動
車
重
量
税
に
つ
い
て
、
車
検
証
の
交
付
等
の
時
点
で
一
定
の
燃
費
基
準
等
を
満
た
し
て
い
る
自
動
車
に
は
平
成
二
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十
四
年
五
月
一
日
以
降
、
本
則
税
率
を
適
用
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
環
境
性
能
に
優
れ
た
自
動
車
に
対
す

る
軽
減
措
置
（
い
わ
ゆ
る
「
エ
コ
カ
ー
減
税

）
を
拡
充
（
車
検
一
回
目
の
免
税
に
加
え
、
二
回
目
を
五
十
％
軽
減
）
し

」

た
上
で
、
三
年
延
長
す
る
。

２

石
油
石
炭
税
に
「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
課
税
の
特
例
」
を
設
け
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
に
応
じ
た
税
率
を
上
乗

せ
す
る
（
平
成
二
十
四
年
十
月
一
日
か
ら
実
施
し
、
税
率
を
段
階
的
に
引
き
上
げ
る

。
）

３

輸
入
・
国
産
石
油
化
学
製
品
製
造
用
揮
発
油
等
（
ナ
フ
サ
）
に
係
る
石
油
石
炭
税
の
免
税
・
還
付
措
置
を
当
分
の
間
、

延
長
す
る
。

五
、
国
際
課
税

１

税
務
行
政
執
行
共
助
条
約
に
署
名
し
た
こ
と
等
に
対
応
す
る
た
め
、
外
国
租
税
債
権
の
優
先
権
を
否
定
す
る
等
、
国
税

に
係
る
徴
収
及
び
送
達
の
共
助
に
係
る
国
内
法
を
整
備
す
る
。

２

五
千
万
円
を
超
え
る
国
外
財
産
を
保
有
す
る
個
人
に
対
し
、
そ
の
保
有
す
る
国
外
財
産
に
係
る
調
書
の
提
出
を
求
め
る

国
外
財
産
調
書
制
度
を
創
設
す
る
。

六
、
そ
の
他
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１

沖
縄
の
各
種
特
区
に
お
け
る
法
人
税
の
所
得
控
除
率
（
現
行
三
十
五
％
）
を
四
十
％
に
引
き
上
げ
る
等
、
沖
縄
振
興
特

別
措
置
法
の
改
正
に
伴
う
税
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
。

２

原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
を
支
援
す
る
た
め
、
避
難
解
除
区
域
に
お
い
て
被
災
者
を
雇
用
し
た
場
合
の
税
額
控
除
制
度

を
創
設
す
る
等
、
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
制
定
に
伴
う
税
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
。

３

適
用
期
限
の
到
来
す
る
特
別
措
置
の
延
長
、
既
存
の
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
等
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

七
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
二
十
四
年
度
の
租
税
増
収
見
込
額
は
、
約
百
七
十
七
億
円
で
あ
る
。


